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要　約
本稿の目的は、在中国日系企業の経営状況及び意識を分析した上で、経済交流における中国
と日本関係の現状、そして今後の日本企業に及ぼす影響を政治・社会の視点から明らかにする
ことである。調査は日本貿易振興機構の「アジア・オセアニア進出日系企業実態調査」、国際
協力銀行「わが国製造業企業の海外事業展開に関する調査報告」の上記二つの調査データを参
照した。本調査の結果、日中経済交流における変化は政治的要因を理由とするものよりも、コ
スト上昇や競争販売の激化など経済的変化の側面の方が大きいと言えるが、習近平政権発足後
の政治・社会の変容も日中経済交流において大きな役割を担っているとことが明らかになった。
従って今後も安定した日中経済を維持する為に今一度「戦略的互恵関係」の再評価が重要であ
ると考えられる。
〈キーワード〉　海外事業展開、戦略的互恵関係、リスク・テイキングアプローチ
Abstract
The purpose of this paper is to analyze the management situation and awareness of Japanese 
companies in China, then to clarify the current situation of China and Japan relations in economic 
exchanges, and the influence on future Japanese companies from political and social viewpoint. The 
survey was conducted by referring to the two survey data such as "Survey Report on Overseas 
Business Operations by Japanese Manufacturing Companies" and "2017 JETRO Survey on Business 
Conditions of Japanese Manufacturing Companies. As a result of this survey, it can be said that 
changes in economic change in Japan-China economic exchanges are larger in terms of economic 
change such as cost rise and intensified competitive sales rather than political factors. However, it 
has become clear that domestic political and social transformations also play the major roles in 
economic exchanges during the day. Though the future success of China-Japan business relations is 
largely dependent on the direction of the Chinese economy, if the current stable bilateral political 
relationship continues, thus re - evaluation of " Mutually Beneficial Relationship Based on Common 
Strategic Interests" once again is considered important.
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1 ．はじめに
『日中両国がグローバル・プレーヤーとして新しい時代を構築しようとしている今日、政治・経済、
社会などの各側面において深い信頼関係の確立に努めなければならない。特に、両国間において強固な
経済及び文化交流を通じた更なる緊密化が進展すれば、将来において両国間に様々な困難が生じたとし
ても、それらを乗り越え、中長期的な友好関係を維持できることをお互いに想起したい。』
　これは、2017年東京国際映画祭開催期間中、日中共作映画『空海』の制作発表時に中国大使館が中
国政府を代表して挨拶を行った際の一節である。しかし皮肉なことに、日中間の経済関係をめぐる議題
にはしばしば否定的な意見がつきまとっている。日本国内の『産業空洞化』と対比するように『中国経
済バブル』、『中国脅威論』など日本では日中経済関係に対する考えは一概にポジティブとは言えない傾
向にある。また、中国でも「政冷経熱」（政治関係は冷たく、経済関係は熱い）状態を続けていると、
経済交流も阻害され「政冷経冷」（政治関係も経済関係も冷たい）状態になってしまうとの危惧が提起
され続けてきた（大西 康雄、2008）。
　事実、2000年代は小泉総理の靖国神社訪問などは日中関係を冷え込ませ「政冷経熱」という状況を
生んだが、2006年の安倍総理の訪中時では「戦略的互恵関係」（日中双方が自らの国益を前面に打ち出
し、それを追求する中で共通の戦略的利益について互恵的協力関係）を構築していくことに合意した。
これは複雑な両国の関係において世界第二と経済大国である中国に日本がどのように対応していくかを
示したものでもあった（松本盛雄、2013）。尖閣諸島事件、国有化問題など日中関係の悪化が進む中、
日中の経済面における協力関係や交流事業は促進されてきた。
2 ．問題意識及び理論的枠組み
平成25年度外務省外交・安全保障調査研究事業の調査報告によれば日中経済交流における変化は政治
的要因を理由とするものよりも、コスト上昇や競争販売の激化など経済的変化の側面の方が大きいとの
結果が出ている。しかしながら、2013年の尖閣諸島国有化問題などが日中関係の悪化を招き、更には両
国国民のナショナリズム感情を巻き込んだことは経済交流にとって大きな損失であると示している（津
上、2013）。
2018年 1 月現在、尖閣諸島国有化問題以上の政治的衝突は起きておらず、両国における民意への悪影
響もさほど見られていない。事実、両国政府が共同で行っている「日中共同世論調査」（2017）におい
ても両国民の間に現状の日中関係に対する意識に改善傾向が顕著に見られると発表されている。
戦後最悪と言われた国有化問題直後に比べれば日中関係は改善へ向かっているとは言えるものの、ま
だまだ日中間の政治交流が停滞気味な中、民間レベルでの経済交流はどのような動向にあるのか。本研
究では、①在中国日系企業の経営状況及び意識を分析した上で、②在中日系企業から見た日中経済交流
の現状を明らかにすると同時に③日中経済の為の「戦略的互恵関係」を再評価する。
3 ．在中国日系企業の経営状況及び意識
日系企業は中国市場をどのように見ているのだろうか。以下二つの調査データを踏まえて在中国日系
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企業の経営状況、そして中国市場に対する意識を再検証することとする。
日本貿易振興機構調査によると調査対象企業の2017年営業利益の見込みは70.3% の企業が黒字、
12.4% が均衡、17.3% が赤字と回答している。営業利益の見込みが黒字だと答えた企業は前年に比べて5.9
ポイント上昇で、やや改善が見られ過去10年間の調査で最も高い。また、（同調査の）中国進出日系企
業の今後 1 − 2 年の事業展開の方向性について、「縮小」と回答したのが5.9% なのに比べて「拡大」と
回答した企業は2016年から8.2ポイント上昇で48.3% となっている。事業を「縮小」もしくは「第三国（地
域）への移転・撤退」する理由についての回答（図表 1 ）では「売り上げの減少」が61.1%「コストの
増加（調達コスト、人件費など）」48.2% が最も多い。
「縮小」もしくは「第三国（地域）への移転・撤退」する理由についての回答同様、中国進出日系企
業の全体的な営業・経営上の問題点に関する回答をみると、従業員の賃金上昇、競合相手の台頭、調達
コストの上昇、品質管理の難しさ等、いずれも中国経済の変化に起因する問題点で、日中間の政治的要
因が経営に影響している訳ではないと考えられる。国際協力銀行が2017年度に行った「わが国製造業企
業の海外事業展開に関する調査報告」では、中国が 5 年ぶりに今後中期的な有望事業展開先国第 1 位に
獲得した。中国を有望国に挙げた企業の 9 割以上が販売面で有望と回答しているほか、 6 割弱の企業は
生産面でも有望と回答していて、また約 5 割（48.3%）が「事業計画がある」と回答している。有望理
由として最も多いのが「現地マーケットの今後の成長性」（68.5%）、「現地マーケットの現状規模」
（61.4%）であるのに対して、ここでもまた労働コストの上昇（64.7%）、他者との厳しい競争（57.4%）、
法政の運用が不透明（54.2%）など事業環境の厳しさが影響していることが指摘された。
4 ．在中日系企業から見た日中経済交流の現状
上記の分析により、日本企業の中国市場対しての評価は上がっていることが分かった。また、中国市
図表 1　事業縮小もしくは移転・撤退の理由
出所：日本貿易振興機構
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場に対する問題点における主因は、中国経済の変化や中国における事業環境の厳しさが原因であったこ
とが明らかになってきた。事実、2008年に行われた国際協力銀行の調査では中国に対する有望理由とし
て安価な労働力が約45% と高ポイントであったのに対して2017年の調査では14.2% と激減している。ま
た、「チャイナ・リスクとアジア太平洋地域統合」の筆者である寺田貴（2013）はすでに密接な相互依
存関係が形成されていることから中国と日本の関係はリスク・アボイダンスではなくリスク・テイキン
グアプローチも必要であると指摘している。
事実、日本にとって中国は、最大の貿易相手国であり、2017年 3 月に日本貿易振興機構によって発表
された報告書（JETRO、2016）によると貿易総額（29兆3,783億円）と輸入額（17兆164億円）で引き続
き第 1 位、それぞれ2007年以降10年連続、2002年以降15年連続で第 1 位となっている。現在日本から中
国への進出企業数は32,313社ある。（外務省、2017）
このように中国が日本にとって極めて重要な貿易相手国であることは明らかであるが、上記に以外に
も中国市場での展開は日系企業にとって様々なリスクが存在していると言われており、日本貿易振興機
構はそれらのリスクを①カントリーリスク、②オペレーションリスク、③セキュリティーリスクの三つ
に分類している。カントリーリスクとは中国自体の信用度で、政治的、経済的、社会的要因から生じる
変化が自社の事業運営に影響を及ぼすリスク、オペレーショナルリスクとは中国での実際の事業運営に
おいて生じるリスクである。さらに反日デモや不買運動、重症急性呼吸器症候群（SARS）、情報セキュ
リティーなど突発性に発生する可能性が高く従業員の生命や身体に及ぶリスク、また治安悪化や突発的
に発生するリスク等を指すのが、セキュリティーリスクがある。図表 1 にみられるように事業縮小、撤
退の原因でもある「規制の強化」や「取引先の関係」も実際は政治的、経済的、社会的要因（カントリー
リスク）や反日デモや不買運動（セキュリティーリスク）によって左右されることが多いため、日系企
業には人件費や中国国内の競争の激化などのオペレーションだけではなく中国全体を包括的に考えたリ
スク対策が必要とされる。
2012年の尖閣諸島国有化に対する反日デモ後、中国での自動車や家電製品、スーパー、百貨店の売上
は急激に落ち込み、日系企業の生産拠点が一時生産中止となり、また商談やイベントの延期・中止、更
には日本企業の入札外しなどで政治問題は数十億から百億円の被害を招いた。これは政治問題から始ま
り両国に対する嫌悪感が日中関係の民意の基盤を悪化させたことによる結果であり、日本と中国という
複雑な歴史背景を抱える国同士、政治が実体経済に影響を及ぼした代表的な事例と言える。
また、経済産業研究所は、同研究所が約3,400社の企業に対しておこなった経済成長のための政策課
題に関する調査（2012）では、「政府や政策の安定性が経営に重大な影響を及ぼす」と回答したのが
32.9% にも及んだと報告しており、政治の不安定性が企業の生産計画や設備投資計画の策定に影響する
ことを通じて実体経済と関わり合いを持ち得ることを示した。
上記のような政治絡みのリスク対策として、日本貿易振興機構は反日デモ直後、「マネジメント体制
の強化」（図表 2 ）と「ビジネス戦略の再構築」（図表 3 ）の二つが重要であると報告しており、この対
策には現地企業との友好な関係が重要であると述べている。また、「信頼関係があって初めて有効なア
ライアンスが締結できる」為、長期間にわたって信頼関係を構築することで、「自社の弱みを補完、競
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争力とリクスマネジメントの双方の強化をサポートする戦略的ツールとなり得る」（JETRO、2013）と
ある。
多くの日系企業は上昇し続けるコストや激化する市場などオペレーションリスクを中国市場に対する
最大の問題点としているが、筆者が前文章中で述べた通り、政治や社会における変容も日中経済交流に
多大なる影響を及ぼす可能性がある為、留意されるべきファクターであると考えられる。それらを把握
した上で、日系企業は現地企業との信頼関係を構築し、「マネジメント体制の強化」、「ビジネス戦略の
再構築」などのチャイナ・リスク対策を実践することが求められる。また国家間として、今後の日中経
済の更なる発展の為にも日中関係の悪化は防ぐべきであり、同時に持続的な関係性を築くことが求めら
れ、そこで再評価されるべきなのが「戦略的互恵関係」である。下記の文章では政治の悪化がもたらし
た日中経済（企業）への影響を検証、そして日中両国が「戦略的互恵関係」すなわち両国が利益を得て
共通利益を拡大し、両国関係を発展させることの重要性を強調する。
5 ．戦略的互恵関係とは、なぜ今再評価されるべきか
両国の平和共存、世代友好、互恵協力、協力発展を目標としてあげた「戦略的互恵関係」は商業的相
互依存と政府間の交流が、相互協調に役立つ横断的な国際関係を形成するという「相互依存論」 の理論
的根拠と相似している。
戦略的互恵関係が合意された2006年前後の調査によれば、在中日系企業の76.8% が中国における既存
ビジネスの拡充・新規ビジネスを検討すると回答しており、またビジネスを撤退、縮小すると答えた企
業はわずか1.8% であった。その後2008年 2 月の中国製冷凍餃子中毒事件、 3 月のチベット騒乱事件後
は既存ビジネスの拡充・新規ビジネスを検討すると回答した企業が58.2% と一時低迷したが、以降同質
問に関する回答は回復、尖閣諸島中国漁船衝突事件が起こるまでは70% 台をキープした。
しかしながら日中両国の政治・社会・経済の交流が活発化していた矢先に起きた尖閣諸島中国漁船衝
図表 2　マネジメント体制の強化
出所：日本貿易振興機構
図表 3　ビジネス戦略の再構築
出所：日本貿易振興機構
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突事件、国有化問題、反日デモ等で互恵関係どころか日中関係は戦後最悪の時期を迎えた。国有化問題
直後の2013年の「民意」調査では92.8% の中国世論が日本に対して、90.1% の日本世論が中国に対して
「いい印象を持っていない」・「どちらかといえばいい印象を持っていない」と回答している。日本貿易
振興機構が在中日系企業651社に対して行った中国におけるビジネス・リスクに関する調査によると
2010年 9 月の中国漁船衝突事件以降に日中関係の情勢から「ビジネス・リスクが高まった」と回答した
会社が52.7%、さらに2012年 9 月国有化問題が引き金となった反日デモ直後に「ビジネス・リスクが高
まった」と回答した会社は69.8% と極めて高い数値となっていて、これは正にセキュリティーリスクと
カントリーリスクが日中経済（企業）に影響したという事実が顕著に現れた数字である。具体的な影響
の内容としては、「影響を受けた取引先からの間接的影響（受注減）など」が最も多く、「税関での手続
き遅延や製品・商品の差し止め」、「製品、商品のボイコットや買い控え」、「商談、契約交渉などのキャ
ンセル」と続いた。
友好的な関係を築いていた2000年初頭から一変、領土問題でできた日中の溝は日中経済にも影響を及
ぼし、また一度は政府間で合意した戦略的互恵関係だったが、しばらくはその関係を深めることが難し
くなった。2014年11月、APEC 首脳会議において両国政府は再び戦略的互恵関係の下、日中関係改善
に力を入れることに合意、ようやく日中交流は雪解けムードに入りつつある。事実、その傾向は中国に
おける日系企業のみならず、日本市場への中国の参入にも動きが見えている。
例えば、近年中国政府の進める「一帯一路」政策などを背景に2015年の中国の対外直接投資は前年比
18.3% 増の1,457億ドルと初めて対内直接投資の額を上回った。また、この年には中国企業の対内直接投
資の数が前年比2.5倍近くに増加している。傾向としては中国における日本のコンテンツ産業の拡大、
インバウンド市場の成長の影響でゲームやリゾート関連企業の M&A が目立つ。
また、日本動画協会が発表した『アニメ産業レポート2017』によれば、昨年の日本アニメ業界の市場
規模が初めて 2 兆円の大台を突破し、そのうち海外向けの版権販売額が7,676億円で最多となり、中国
は版権の販売先国として米国に続く上位 2 位の286本の版権を購入している。今年の中国アニメ市場規
模は1,500億元（約 2 兆5700億円）に達すると言われており、中国企業の日本アニメ版権はさらに加速
すると予測されている。
しかしながら、またどこかで政治問題が起これば上記のような新規事業の展開や多くの企業が持つ
チャイナ・ドリームを叶えることが難しくなる可能性が非常に高いということが過去の事例からも考え
られるため、企業単位でのチャイナとの向き合い方（「マネジメント体制の強化」、「ビジネス戦略の再
構築」）に加え、「戦略的互恵関係」のような国家間の「関係」の維持が安定した日中経済につながると
言える。
6 ．おわりに
2017年12月に開催された中央経済工作会議では、過去 5 年間の経済運営の成果を振り返るとともに、
2018年が習政権の政策運営にとって重要な 1 年であることが強調された。日中平和友好条約締結40周年
を迎える2018年、安倍首相と習近平国家主席の相互訪問による関係改善に期待する声がある。中国が最
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大の貿易相手である日本にとって、中国の代わりになる国が現れるまでは引き続きチャイナ・リスクと
の向き合うためのリスク対策を考えつつ、同時に国家レベルでの「戦略的互恵関係」をより深化させて
いくことは巨大な隣国との関係改善に繋がり、リスク・テイキングアプローチに賛同する企業を後押し
する機会となり得るため、経済的にも極めて重要であると考えられる。
本調査では日本貿易振興機構のデータを用いて尖閣諸島問題以降、日中間の政治交流が停滞気味な中、
日中関係の事業環境への影響（拡大、縮小）を明らかにした。また依然として問題視されている中国に
おける政治・社会の変容、国際政治問題が日中経済交流において大きな役割を担っているとことが明ら
かになった。従って、企業のチャイナ・リスク対策に加えて国家間での互恵関係の持続が今後の日中経
済をより安定させると考えられる。本調査は主に日本国内の機構のデータを用いたため、中国国内企業
を対象としたデータが欠けている。従って、本調査が指摘した日中経済に対する見解と中国企業の意識
が一概にも一致しているとは言えない。今後の課題としては、日系企業の他に在中中国企業、さらには
在日中国系企業などからデータを取ることでより異なる立場から見える日中経済の現状、それに纏わる
政治の関係性を見ることができると考える。
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